
トラブルの多い労働時間、休日・休暇の問題もこれで解決！！

会社実務研究会
労働時間、休日・休暇制度研究グループ 編集
B5判・加除式・全2巻
定価　本体15,000円＋税

加除式書籍とは？ 
◆法改正や最新事例の追加等によって「台本（原本）」の
内容に改正・増補等が生じた場合、その都度発行す
る「追録」（有料）と不要な頁を差し替えることで、内
容を補正・更新できる形態の書籍です。 

＝＝＝＝＝＝＝ここが魅力＝＝＝＝＝＝ 

●何年経っても情報の‘確かさ’と‘鮮度’を保ち続ける
ことができる！ 

●追録の迅速なお届けにより、法改正や増補を見落と
すことなく、常に最新内容で利用できる！ 

●法改正の度に買い換える必要がないため、長期的な
ご利用にあたっては費用負担が少なく経済的！ 

追録は購入しなければならないの？ 
◆常に最新内容でご利用いただけるよう、台本のご購入
以降に発行される追録（有料）のご購読もお願いしてい
ます。 

◆追録は、お客様からお届けの停止（購読中止）のご連絡
をいただくまでは継続してお届けいたします。 

◆ご利用条件については、商品ごとの「利用規約（規程）」
でご案内しています。 

◆年間追録代、発行回数等については下記フリーダイヤル
までお問い合わせください。 

購入後のメンテナンスは？ 
◆追録の差し替え作業は、無料で行います。弊社社員が
直接お伺いし、迅速・正確かつ丁寧に加除作業を行い
ます。 

◆その他、書籍のページが欠落した、バインダーが壊
れた等の不都合が生じた場合も、お気軽に下記フリー
ダイヤルまでご連絡ください。 

申し込み方法は？　支払いは？ 
◆お申し込み方法は以下からお選びください。 

■下記フリーダイヤルにてお申し込みください。 
■弊社ホームページ 
　※ホームページでは、新刊をはじめ各商品の詳しい
情報をお届けしています。また、フリーワードや
ジャンル別等商品検索機能もご活用いただけます。 

■本カタログと併せてお届けした申込書にご記入の上、
弊社宛にお申し込みください。 

■お客様の地域を担当する弊社社員にお申し込みく
ださい。 

◆お申し込みをいただいた後、商品（台本）と請求書をお
届けいたします。 

◆お支払い方法（一括払い・分割払い等）やお支払いの時
期については、同封の申込書に記載しています。ご不
明な点は下記フリーダイヤルまでお問い合せください。 

末永く、安心してご利用いただくために、お客様の疑問にお答えします 

 
東京都港区南青山2_11_17 〒107_8560

担　　当 

TEL 7 0120－203－694 
FAX 7 0120－302－640

ホームページからのお申し込みは 
http://www.daiichihoki.co.jp

商品に関するご照会・お申し込み・ 
追録差し換えのご依頼は 

※お客様の地域を担当する弊社社員へご連絡いただくか、フリーダイヤルをご利用ください。 
※フリーダイヤル（TEL）の受付時間は土・日・祝日を除く9：00～17：30です。 
※FAXは24時間受け付けておりますので、併せてご利用ください。 

※クレジットカードでもお支払いいただけます。 
※追録（有料）は、請求書でのお支払いとなります。 
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CS労働時間 

労働時間、休日・休暇 
ケーススタディ 

労働時間、休日・休暇 
ケーススタディ 

シリーズ労働基準法 

労基法、次世代育成支援法、育児・介護休業法等に対応した新しい制度
の導入・運用を、Q&Aでやさしく解説!

労働基準法に対応し、各種労働時間制度や休
日・休暇制度の法的解説、導入・運用、労使
協定の締結についてわかりやすく解説してい
ます。

各テーマごとに「基本解説」「具体的運用
Q&A」「チェックリスト」「企業実例」の流
れで問題点を掘り下げているので、様々な角
度から問題解決が図れます。また、実務上役
立つ協定・規程例も多数収録しています。

全国で企業の相談・指導にあたっている社会
保険労務士や弁護士をはじめとする編集グル
ープが、実際の案件に基づき法令からは判断
が難しい運用ノウハウを紹介しているので、
実際の労務管理にすぐに活用できます。

本書
の特色

1

2

3



目次のマークは以下の省略です
→具体的運用Q&A
→チェックリスト
→企業実例

第1編 企業における労働時間、
休日・休暇の実態

第2編 労働時間制度
第１章 労働時間の原則
Ⅰ 法定労働時間
労働基準法上の1週間、1日の所定労働時間とは

○労働時間の特例は企業単位か事業場単位か
○従業員に副業がある場合、双方の労働時間
を通算するのか
法定労働時間

○複数事業所間の労働時間の通算
所定労働時間に関する規定例
Ⅱ　週40時間労働制にマッチした所定労働
時間の定め方

Ⅲ　労働時間の適正な管理
第２章 変形労働時間制
Ⅰ １ヵ月単位の変形労働時間制
１カ月単位の変形労働時間制の定め方は

○変形労働時間制を活用して週40時間制をク
リアする場合の留意点は
４週間単位の変形労働時間制の規定例

○１カ月単位の変形労働時間制に関する協定届
Ⅱ １年単位の変形労働時間制
１年単位の変形労働時間制の対象期間にお
ける総労働時間、１日、１週の労働時間や
連続労働日数の限度は

○６カ月単位の変形労働時間制における各月
の労働時間の特定方法とは

○１年のうちの一部のみを変形労働時間制と
することは可能か
１年単位の変形労働時間制に関する規定
Ⅲ １週間単位の非定型的変形労働時間制
１週間単位の非定型的変形労働時間制にお
ける労働時間の取扱いは

○１週間単位の非定型的変形労働時間制の適
用が認められる事業所は
１週間単位の非定型的変形労働時間制に関
する規定例・労使協定・協定届
Ⅳ フレックスタイム制
フレックスタイム制における時間管理の留
意点は

○ 30分単位でのフレキシブルタイムの設定は
可能か
フレックスタイム制
フレックスタイム制に関する規定・労使協定

第３章　みなし労働時間制
Ⅰ 事業場外労働
事業場外労働のみなし労働時間制の適用範
囲は

○在宅勤務にみなし労働時間制は適用される
か
事業場外労働のみなし労働時間制に関する
規定・協定
Ⅱ 裁量労働
裁量労働制とフレックスタイム制および時
差出勤の違いは

○裁量労働対象者に対する会議出席の指示は
専門業務型裁量労働制
企画業務型裁量労働制
専門業務型裁量労働のみなし労働時間制に関
する規定・協定

○専門業務型裁量労働制に関する協定届

第４章 交替制勤務
３交替制勤務等における「1日」の労働の解
釈、「労働時間」の取扱い方法は
時差勤務に関する規定例

第3編 休憩・休日・欠勤等
第１章 休憩
Ⅰ 休憩時間の長さと途中付与の原則
仕事の繁閑に合わせて長時間の休憩時間を
設定できるか
Ⅱ 休憩時間の一斉付与と自由利用の原則
休憩時間中の外出許可の範囲はどこまでか

第２章 休日
Ⅰ 週休制の原則
８時間３交替制勤務による休日確保の特例は

○法定外休日に出勤した場合の割増賃金の支
払いは
休日に関する規定
Ⅱ 変形休日制
Ⅲ 休日の振替
急な納期の変更など業務の都合による休日
の振替は

○休日勤務が半日の場合、振替休日も半日与
えればよいか

○９月の土曜休日２日を、８月の夏季休暇に
振り替えて９日間連続の休暇にした場合に、
時間外扱いにならない方法は
振替休日に関する規定例
Ⅳ 代休
休日労働後の代休取得制度とは

○法定外の休日に出勤させた場合の半日休暇
の付与について

○残業時間を代休に振り替えて与える義務は
あるか

○代休付与の時効と賃金精算の取扱いは
代休に関する規定

第３章 欠勤、遅刻、早退等
日曜日（休日）をはさみ前後3日連続欠勤し
た者の賃金を30分の3控除することは可能か

○遅刻してもその時間分残業した場合皆勤手当
を減額できるか

第4編 時間外労働・休日労働・
深夜労働と割増賃金

第１章 時間外労働
Ⅰ 時間外労働とは
割増賃金の対象となる労働時間は

○時間外労働が翌日の始業時刻に及んだ場合
の扱いは

○残業時間の端数を切り捨ててもよいか
時間外・休日労働に関する規定例
Ⅱ 非常災害による時間外労働
非常災害時の理由による労働時間延長（休
日労働）許可申請書（届）
Ⅲ 労使の協定による時間外労働
時間外労働時間の上限基準を上回る協定は
可能か

○特別条項付き協定を締結する際の「臨時的
なものに限る特別な情報」とは

○ 36協定のない支店へ36協定のある支店から
応援要員として労働者を派遣する場合、時
間外労働を行わせることはできるか
時間外労働・.休日労働に関する協定届・決議届

第２章 休日労働
休日労働の範囲は

○休日における会社主催の運動会、慰安旅行
は休日労働か

第３章 深夜労働
管理監督者の深夜割増賃金の計算方法は
深夜労働

○交替制による深夜業時間延長許可申請

第４章 割増賃金
Ⅰ 割増賃金の基礎賃金
一斉に休む特別休暇は、割増賃金の計算基
礎となる所定労働時間数に含まれるか

○夏季休暇を取得しなかったときは、休日出
勤手当を支給すべきか

○持ち帰り残業に時間外手当を支払う必要が
あるか

○割増賃金の計算基礎から除外できる住宅手
当とは

Ⅱ 割増賃金の計算方法
１カ月単位の変形労働時間制の場合の時間
外労働の計算方法は

○残業が長引いた場合、翌日の所定勤務とす
ることができるか
割増賃金に関する規定例

第5編 労働時間規制等に関する
例外的取扱い

第１章 労働時間、休憩、休日の適用除外
労働時間が適用されない「監督若しくは管
理の地位にある者」の範囲とは

○「店長」は管理監督者に該当するか
監督もしくは管理の地位にある者、機密の
事務を取り扱う者

○監視・断続的労働の適用

第２章 年少者の労働時間等についての
特別規制

年少者の修学時間と労働時間は
○年少者には変形労働時間制が適用されない
のか
年少者の時間外、休日労働に関する規定

第３章 女性の労働時間等についての特別規制
妊娠中および出産後の健康管理に関し事業
主はどのような措置を講じなければならないか
妊産婦に対する時間外労働・休日労働の制限

○妊娠中および出産後の健康管理に関する措置
健康診査・保健指導申請書

○母性健康管理指導事項連絡カード

第6編 休暇・休業制度
第１章 休暇・休業とは何か
第２章 年次有給休暇
Ⅰ 年次有給休暇の意義と法的性格
年次有給休暇を使用目的によって許可制と
してもよいか

○年次有給休暇の請求期日を3日前などとして
もよいか

○代休日に年次有給休暇の請求をすることが
できるか
Ⅱ年次有給休暇の付与要件
出向者や定年後の再雇用者の年次有給休暇
付与日数は

○高年齢者雇用安定法の改正による労働条件
の変更は可能か

○産休や育児休業の期間中にも年次有給休暇
を与えなければならないか

○年休権発生の根拠となる出勤率算定に当た
り休日振替や代休日はどう取り扱われるか
年次有給休暇に関する規定例
Ⅲ 年次有給休暇の付与日数
年次有給休暇を入社後3ヵ月経過した日に10
日与えた場合の留意点は

○入社初年度の年次有給休暇を入社日に前倒し
付与している場合に、次年度以降の基準日を
一律に5月1日にすることはできるか
年次有給休暇の付与日数

○職業訓練中の未成年者に対する年次有給休暇
Ⅳ 時季変更権
退職間際の者の年次有給休暇の一括請求に
応じなければならないか
Ⅴ 年次有給休暇付与の実務と留意点
欠勤日の年次有給休暇の振替について

○年次有給休暇を買い上げてもよいか。その
場合の買上げ単価はどのように決めるか
Ⅵ 年次有給休暇の賃金
所定労働時間が日によって異なる時給者の
場合の年次有給休暇の賃金の計算方法は
Ⅶ 年次有給休暇の計画的付与制度
退職する従業員の年次有給休暇の計画的付
与はどうすればよいか
Ⅷ パートタイマー等の所定労働日数が少な
い者への比例付与
１日の勤務時間が３時間のパートタイマー
にも、６ヵ月継続勤務し、出勤率が８割以
上あった場合には年次有給休暇を与えなけ

ればならないか
○２カ月契約のパートタイマーを契約更新し
て６カ月を経過した場合、１年分の年次有
給休暇を与えなければならないか
年次有給休暇に関する規定例（パートタイマー）

第３章 育児休業
育児・介護休業法で定める勤務時間短縮等
の措置とは

○事業主はどんな場合に育児休業を拒むこと
ができるか

○育児休業と産前産後休業や介護休業が一部
重なる場合、どう調整されるか

○育児休業中の社会保険料は除外されるか。
またその手続きは

○次世代育成支援対策推進法（平成20年改正）
のポイントと事業主に求められる対応は
育児休業の適用
育児・介護休業に関する規程例

○育児・介護のためのフレックスタイム制に
関する労使協定

第４章 介護休業
介護休業制度を導入する場合の手順と留意
点は

○介護責任を負う従業員から深夜業の免除請
求があった場合の対応は

第５章 その他の法定休暇
Ⅰ 生理日の就業が困難な場合の休暇
生理日の休暇の日数や回数を制限すること
ができるか

Ⅱ 妊産婦の通院時間
Ⅲ 育児時間
育児時間と始・終業時刻との連続請求はで
きるのか

○保育園の送迎時間は育児時間となるか
育児時間等
育児時間の規定例

Ⅳ 公民権行使の時間
裁判員制度に対する企業の対応
公民権行使の時間の規定例

Ⅴ 産前産後の休業
予定日より出産日が遅れたり、早まった場
合の取扱いはどうしたらよいか

○妊娠中絶の場合にも女性労働者に産後休業
を与えなければならないか

○産前産後休業、育児時間を欠勤扱いにする
ことは許されるか
産前・産後休業の規定例

Ⅵ 業務上の災害による休業
公傷休暇（業務上の傷病休暇）の規定例

Ⅶ 転進・独立のための特別休暇・休職（転
職支援休職）

第６章 任意（特別）休暇
Ⅰ 慶弔休暇等の特別休暇
Ⅱ リフレッシュ休暇
リフレッシュ休暇に関する規程例

○研修休暇に関する規程例
Ⅲ ストック休暇（失効年休積立保存休暇）
ストック休暇に関する規定例

Ⅳ ボランティア休暇（休職）
ボランティア休暇（休職）に関する規定例

Ⅴ ドナー休暇
ドナー休暇に関する規定例

Ⅵ メモリアル休暇（記念日休暇）
第７章 その他の休業・休職
Ⅰ 使用者の都合による休業
一時帰休中に年次有給休暇を請求してきた
場合どうするか

○親会社の都合による休業の場合の休業手当
の支払いはどうなるか

Ⅱ 私傷病による休業と休職（通勤災害を含む）
休職と解雇の関係について

○休職期間満了前に復職の申し出があった場
合拒否できるか
病気休暇の付与

Ⅲ 公職就任、出向、労組専従等による休職

内 容 構 成
（ 抜 粋 ）

テーマごとに、制度の
趣旨や適用要件等基本
的な事項について総論
的に解説。

テーマごとに様々な角度から問題を掘り下げた「ケーススタディ解説」です。

基本解説
STEP1

法令に則した適切な労務
管理がなされているかを
簡単に点検できる「チェ
ックリスト」を掲載。

チェック
リスト

STEP3

実際に企業で運用され
ている就業規則例、協
定例、規程例を豊富に
収録。

企業実例
STEP4

法条文からは判断が難
しい運用ノウハウを、
必要に応じて就業形態
別、労働条件別、業種・
業態別にQ&Aで詳解。

具体的運用
Q&A

STEP2

内 容 見 本
（ 縮 小 ）
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